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ぜ ん き

【見直そう 人間らししヽ働き方 シリーズm3】

いま神戸の学校では、たくさんの報告文書、保護者との対応、諸会議とその準

備、教材研究等に追われ、長時間勤務が常態化しています。また「KIIFが学校で

しか使えないので、どうしても帰りが遅くなつてしまう」という声もよく聞かれ

ます。これは、学校の特殊性で仕方のないことなのでしょうか
。・・。

勤務時間違正化に動き始めた県教委
私たちは、対県交渉で長年「人間らしく、健康で生き生きと働き続けたい !」

と長時間 `過密労働の改善を強く要求してきました。その結果、とうとう兵庫県

教委は、「教職員の勤務時間適正化検討委員会」を設置し、平成 20年 6月 ～7月 に

かけて小。中・養護学校及び高等学校の勤務実態調査を行いました。そして、『教

職員の勤務時間適正化対策プラン』(以下『対策プラン』)にまとめました。

多忙化の原因・背景にあるもの  (『対策プラン』より)

1,事務処理 (成績処理、調査・報告書作成等)に係る時間が多い。
2:様々な教育課題や教育改革への取組のために、会議・研修等が多い。
3.部活動の指導
4.学校の課題、役割が拡大し、教職員の業務の範囲 。内容も拡大している。
5.教職員の職務に対する意識

平成21年度申にすぐに取ιl組書内容
『対策プラン』は、多忙化解消にむけ、市教委や各学校が主体的にすぐに取り

組む内容を61項目にわたつて録員しています。以下は、その一例です。

冒: ・熙会・提出書額を簡素化し、見直し・廃上を回る。
①県教委は、21年度中に11.3%の見直し・

②市教委も独自調査など10%以上の見直し
廃上を予定。

・廃止を行うこと。



2. 書類勝電子媒体を活用し、作業負担の軽減を回る。

①指導要録や通知表等の電子化 ロシステム化を推進し、成績処理を効率化する

ことにより、事務処理に係る時間を縮減する。

3. ・会議・出張・研究指定等の見直し0廃止を目る。

①市教委や校長会が実施している研修について、実施内容・方法等の見直し
童

廃上を行い、出張回数の縮減を図る。

②21年度は、県下すべての学校で、放課後の会議を設定しない「ノー会議デー」

を週 1回実施する。

③各学校は、会議回数の縮減を図り、効率的な会議進行で2時間以上の会議は

原則設定しなしヽ。

4. や事業の見直し。廃止を目る。

①市教委や校長会主催の事業の見直し`廃上を進める.

②中長期的には、県下すべての学校が同じ条件で参加する悉皆事業について検

証し、希望や選択可能な事業については、実施方法を検討する。

5。 あらl有について見直しを目る。

①県下すべての学校で、最低週 1回の「ノー部活デー」を設定する。土・日曜

等の体業日は、最低月2回は「ノー部活デー」とする。休業日に実施した場

合は、平日に部活動を行わない日を設定する。

②市教委は、市レベルの各種大会について関係団体に開催、実施時期、大会運

営のあり方等について見直しを要請する。

●.「ノー残業テー」等、超過勤務縮減0取組を推進する。
①「記録簿」への記入指導、週休日の振替、勤務時間の割振変更等が適切に実

施できるよう各校長に継続的に周知徹底を図る。

②21年度は、県下すべての学校で、最低週 1・回の「ノ■残業デ■■を設定する。

勤務時間適正化にお昨 市教委の動きは? ・`
平成 21年度も早や後半。勤務時間適正化にむけた具体的な動きが、職場に出て

いますか? 兵庫県教育長の『教職員の勤務時間の適正化について (通知)』 が出
されたのは、3月 25日 です。今、市教委の責任が鋭く問われています。


